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国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

平成 28年度 研究評価委員会（地質調査総合センター） 

議事次第 

 

日 時：平成 29年 3月 10日（金）10:10-16:50 

場 所：国立研究開発法人 産業技術総合研究所 つくば中央第 7事業所（7-3C棟 2階 第 2会議室） 

 

開会挨拶  評価部長 加藤 一実     10:10-10:15 

委員等紹介・資料確認 評価部研究評価室 金子 信行   10:15-10:20 

  

地質調査総合センターによる説明（質疑含む） （議事進行：小嶋 智 評価委員長） 

１．領域の概要と研究開発マネジメント 10:20-11:25 

   （説明 30分、質疑・評価記入 35分）  地質調査総合センター長 佃 栄吉 

  

現場見学会（50分）   11:25-12:15 

 

 

昼食・休憩（45分）      12:15-13:00 

 

 

２．知的基盤の整備   13:00-14:10 

   （説明 30分、質疑・評価記入 40分）  研究戦略部長 矢野雄策 

 

３．「橋渡し」のための研究開発 

（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究）  14:10-14:45 

    （説明 15分、質疑・評価記入 20分）         研究戦略部長 矢野雄策 

 

 

休憩（15分）   14:45-15:00 

 

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発   15:00-15:35 

     （説明 15分、質疑・評価記入 20分）                       研究戦略部長 矢野雄策 

    

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発   15:35-15:55 

     （説明 10分、質疑・評価記入 10分）  研究戦略部長 矢野雄策 

    

総合討論・評価委員討議・講評 （議事進行：小嶋 智 評価委員長） 

 総合討論（総合センター等への質疑を含む） （15分） 15:55-16:10 

 評価委員討議（総合センター等役職員 退席） （15分） 16:10-16:25 

 評価記入（総合センター等役職員 退席）  （15分）     16:25-16:40 

 委員長講評（総合センター等役職員 着席） （5分） 16:40-16:45 

  

閉会挨拶  理事 島田 広道   16:45-16:50 
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委員長 氏名 所属 役職名

○ 小嶋　智 国立大学法人　岐阜大学　工学部　社会基盤工学科 教授

荒戸　裕之 国立大学法人　秋田大学大学院　国際資源学研究科 教授

香村　一夫 早稲田大学　理工学術院　創造理工学研究科 教授

末廣　潔
国立研究開発法人　海洋研究開発機構　地震津波海域観測研究
開発センター

上席研究員

田村　圭子
　（欠席）

国立大学法人　新潟大学　危機管理本部　危機管理室 教授

評価委員
地質調査総合センター

所属・役職名は委員会開催時。
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国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

平成 28 年度 研究評価委員会（地質調査総合センター） 

評価資料（主な業務実績等） 

                       

                    

１．領域の概要と研究開発マネジメント        

（１）領域全体の概要・戦略  

地質調査総合センター（GSJ：Geological Survey of Japan）は「地質の調査」の実

施機関として、国からその研究業務を付託された日本で唯一の組織（ナショナルセン

ター）であり、以下の重要な任務を担っている。  

・国の知的基盤整備計画に基づく地質情報の整備  

・レジリエントな国づくりのための地質の評価  

・地圏の利用と保全にかかる技術の開発  

・地質情報の管理と成果の普及  

・上記を実施するための人材の育成  

これらを効率的に実施するため、3 つの研究部門（地質情報 RI、活断層・火山 RI、

地圏資源環境 RI（一部は福島再生可能エネルギー研究所地球熱ブロック））と地質情

報基盤センターを設けている（図 1）。平成 28 年 4 月末の研究職の総数は 213 名であ

り、地質情報 RI71 名、活断層・火山 RI64 名、地圏資源環境 RI70 名、基盤センター8

名である。平成 28 年度には 10 名を新規に採用した。  

 

図 1 組織図 
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研究予算の約半分が運営費交付金、残りが外部資金である（図 2）。運営費交付金で

は地質図など知的基盤の整備を推進するとともに、世界トップレベルの研究能力を維

持するための研究環境整備、目的基礎研究、人材育成などを行った。第 4 期中長期計

画は「地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の整備」、「レジリエントな社

会基盤の構築に資する地質の評価」、「地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発」、

「地質情報の管理と社会利用促進」の 4 項目があり、各項目について平成 28 年度の計

画における目標を定めた（表 1）。そして、その達成のために資金、人材、施設を最大

限に活用し、目標値を超える多くの成果を上げた。 

 
 

 

 

 

表 1 産総研の第４期中長期目標と GSJ の平成 28 年度計画（抜粋）  

 

図 2 GSJ の総予算の
推移（平成 28 年度の福
島再生可能エネルギー
研究所地球熱ブロック
は按分前）  
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（２）知的基盤の整備   

知的基盤の整備は、第 2 期知的基盤整備計画の達成に向け、平成 28 年度の目標を達

成した。また、整備した地質情報を国のオープンデータ政策に沿って滞りなく安定し

て配信した。 

想定される社会ニーズの高さから重点研究として実施しているボーリングデータ及

び 3 次元地質地盤図の整備は、千葉県北部のモデル地域について平成 29 年度に公開す

る予定である。陸域地質図は、5 万分の 1 地質図幅を 3 図幅（4 区画）、また海域地質

図は 1 図幅を出版するなどの成果があった。中でも「播州赤穂」図幅については、プ

レス発表を受けて赤穂市から来訪があり、観光、地域の地理教育の教材、企業誘致な

どに活用するためのアドバイスを行った。これは、自治体が具体的に知的基盤へ興味

を持っていることを示す好例となった。また、次世代シームレス地質図（β版）を公

開し、年間ヒット数が着実に増加している（平成 28 年度は 2.8 億件の見込み）。また、

ユーザーの増加に対応するため、公式サーバー全体の能力を増強した。  

防災関連情報については、大都市・中核都市を指向した海陸シームレス情報集、活

断層データベース、津波堆積物データベース、火山地質図などの整備を継続した。環

境・資源関連情報では、世界遺産富士山周辺における地下水の科学情報をまとめた水

文環境図「富士山」を平成 28 年 3 月に出版し、7 月に主な研究成果として発表、また

鉱物資源、地熱資源などの情報整備を継続した。  

 

表 2 平成 28 年度のプレス、主な研究成果の発表実績  

 

 

プレス発表の「赤穂市は恐竜時代のカルデラ内にできた町だったことが判明－播州

赤穂地域の詳細な地質図幅を刊行－」と「石炭を天然ガスに変えるメタン生成菌を発

見－コールベッドメタンの成因解明に貢献－」は発表後初動 3 日間でアクセス件数が

1000 件を超えた。また今年度産総研のプレス発表で「初動 7 日間のアクセス件数が上

位 10 位内の記事」に GSJ の記事 5 件が入っており、GSJ の研究成果への社会的関心

が高いことを示している（表 2）。 

地質情報の利用促進については、地質の専門家以外にもより速く、より直感的に地

質の特徴を理解しやすくするため、情報提供ウェブサイトの改良を進めた。また、熊
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本地震を機に、最新の余震震源情報等を「地質図 Navi」上で直ちに公開する体制を構

築した。さらに、コンピューターでの情報活用を促進するため、地質情報の LOD

（Linked Open Data：リンクトオープンデータ）の整備と試験公開を開始した。  

データ整備と２次利用拡大に反映するため、国内のニーズ調査、海外のビジネスモ

デルや地質調査機関の配信システムに関する情報収集を継続して実施した。また、オ

ープンデータへの組織的取り組みを促進するため、前年度に国が策定した新しいオー

プンライセンスである「政府標準利用規約（第 2.0 版）」への移行を行った（10 月 3

日に適用。それ以前はクリエイティブコモンズを適用）。  

地質情報の普及啓蒙活動では、ジュニアからシニアまでを対象に、産総研一般公開

（地域センター開催にも協力）、地質情報展、「地質の日」推進事業、地質標本館での

案内・解説・各種行事などを行った。また、これらのコンテンツを活用して、省庁、

自治体、大学、民間企業等からの依頼に応え、研修等を通じて人材育成にも貢献した。  

 

（３）目的基礎研究   

目的基礎研究では、鉱物や燃料の資源ポテンシャル評価、土壌や地下水の汚染評価

技術、活断層評価、地熱・地中熱の技術開発などの研究を行い、その成果は論文など

として公表した。GSJ の研究成果については、当該研究分野を代表する海外のトップ

ジャーナルはもとより、GSJ の特徴として、その成果を還元すべき相手が主に国内に

多くあることから、国内誌への発表も重視している。国際的評価については、一例と

して IF を基準にすると、平成 28 年は IF が 5 以上のジャーナル（Science、Nature 

Geoscience、Scientific Reports など）に掲載された論文が昨年の 3 報から 5 報へ増加

し、研究活動の活発さを示している（表 3）。 

また、GSJ の業務の成果普及のために出版している査読付きの雑誌「地質調査研究

報告」は平成 28 年度に 6 号（12 月末時点で 5 号、175 頁出版済み）出版される予定

である。GSJ 出版物の引用状況をみると、地質関係の主要な国内誌である地質学雑誌

や地学雑誌に掲載された論文には、必ずと言ってよいほど GSJ の出版物・論文が引用

されており、GSJ のプレゼンスの高さを示している（表 4）。 

 

表 3 国際的なトップジャーナルへの GSJ からの掲載状況  

 
 

表 4 国内誌における GSJ 出版物（図幅、地調研報、地質ニュース）の引用数  

平成 28 年度は 12 月末時点の値。  
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（４）「橋渡し」研究前期   

「橋渡し」研究前期については、主に公的外部資金で実施しており、その委託元は

経済産業省またその所管の独立行政法人、文部科学省、原子力規制庁などと多様であ

る（図 3）。これにはビジネスとしてリスクは大きいが実現すれば効果も大きい資源探

査や二酸化炭素地中貯留（CCS）技術など、国が先導する段階にある研究開発、また、

国として推進すべき原子力利用・規制技術の開発などが含まれる。  

 
図 3 公的外部資金の内訳（平成 28 年度の福島再生可能エネルギー研究所地球熱ブ

ロックは按分前）  

 

平成 28 年度は、特に経済産業省（資源エネルギー庁含む）と原子力規制庁からの受

託が多い。平成 28 年度はメタンハイドレート受託研究の終了により経済産業省からの

資金総額は減少したが、原発の安全評価に関する業務を新規に受託した。文部科学省

からは活断層調査を継続して受託しており、「平成 28 年熊本地震を踏まえた総合的な

活断層調査」（図 4）も受託した（代表機関は九州大学）。平成 29 年 2 月 11 日(土)、12

日(日)に実施した日奈久断層帯のトレンチ調査の一般公開では、マスコミも含めおよそ

230 人以上の見学者があり、活断層研究への社会の関心の高さを改めて示した。  

 

 
図 4 平成 28 年熊本地震を踏まえた総合的な活断層調査  

左：日奈久断層帯 高野-白旗区間の活動履歴解明を目的としたトレンチ調査の様子。

熊本県上益城郡甲佐町白旗山出にて掘削（平成 29 年 1 月）。右：日奈久断層帯延長部

の海域におけるボーリング調査の様子。  
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これらの研究成果は、中長期のプロジェクトとして企業への橋渡しはそのための機

関や法人（独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）、原子力発電

環境整備機構（NUMO）など）、あるいは技術研究組合のような「橋渡し機関」に委

ねて、GSJ はそれに必要な鉱床の成因解明、探査技術の高度化など、より研究的なミ

ッションに重点を置いた。開発段階から、国際標準化、知財の扱い方等について、イ

ノベーションコーディネータを交えた検討も進め、橋渡しに向けた準備を強化した。

また、資源国から求められる調査技術の普及と標準化を通じて、わが国の資源確保戦

略に貢献した。 

 

（５）「橋渡し」研究後期   

「橋渡し」研究後期については、民間共同研究などで、「鉱物」、「燃料」、「土壌」、「地

熱」、「分析技術」、「材料」、「地下水」、「活断層」、「調査技術」、「技術コンサルティン

グ」と多様な内容を実施した（図 5）。昨年度の課題であった大型契約の増加に取り組

んだ結果、民間資金は平成 28 年度の目標値（2.0 億円）を超える約 2.1 億円（昨年度

比約 2.7 倍）を獲得した。大きく増加したものは地質調査技術関係と鉱物資源関係で、

前者は海底資源調査技術に関する共同研究（5,000 万円×2 年間）と ASTER 衛星デー

タに関する受託研究（1,150 万円）、後者は海洋資源開発（2 件、3,450 万円）などであ

る。特に、海底資源調査技術については、企業から研究者を GSJ へ迎え入れ、人材教

育もセットにした共同研究を行うことで企業から大きな資金提供を引き出した。  

分析技術関係では、石炭燃料の燃焼効率評価、年代測定などによる獲得額が多い。

また、技術コンサルティングが平成 27 年度の 1 件（130 万円）から 5 件（CCS 貯留・

遮蔽性能調査など合計 1300 万円）に増加した（図 5）。活断層関係では強震時の地盤

特性評価などで民間連携を進めた。GSJ の「橋渡し」においては、公的資金を主とし

つつも、民間資金の割合を増やすという戦略をとっているが、これが実現しつつある。

また、高性能無機系吸放湿材（ハスクレイ）の実用化、放射性セシウムモニタリング

装置の濃縮用カートリッジの販売増進などでも成果をあげた。 

上記のように、GSJ の研究開発成果の橋渡しには直接に民間企業に橋渡しするだけ

でなく、国の機関を通じて最終的に企業へ渡すもの、さらには広く社会ニーズに応え

るものと、多様な筋道がある。研究者には自分の研究成果がどのように社会に実装さ

れていくかを意識した研究を展開するよう指導している。  

 

図 5 分野別民間資金獲得額の推移（技術コンサルティングは平成 27、28 年度のみ） 
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GSJ 内での予算配分では、通常の予算配分に加えて、研究ユニットの外部資金獲得

への活動、研究力の強化などを目的に、競争的グラントを設定した。大型の外部予算

獲得を目指す「有望研究」や研究拠点の整備についての課題を採択した。具体例とし

て、長崎県の池島炭鉱跡を利用した海底巨大蓄電技術の基礎研究を、企業等と連携し

て開始した。また、光ルミネッセンス(OSL)年代測定ラボを整備した。さらに、英文校

閲や試料分析などの「あと一押し」を補助する資金を配分し、論文発表を奨励した。 

 

（６）橋渡しの強化   

（６）-１ 技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施   

GSJ のトップ技術を活かして、共同研究契約（岩石の地磁気測定）などや、鉱物資

源に関するコンサルティング契約を結んだ。また、ジオパークの申請をしている団体

に対して、採択を後押しするための理学的なコンサルタントを実施した。土木建造物

の評価用の核磁気共鳴技術（たとえば、コンクリート中の水分量の計測）の応用では、

肉の霜降り状態（脂肪と筋肉の混合状態）を計測できる核磁気共鳴スキャナーの開発

に加え、石炭の品質評価に関する共同研究を企業と開始した。  

石油会社などとともに、「二酸化炭素地中貯留技術研究組合」を立ち上げ、地震多発

国である我が国における安全な CO2 の圧入や、圧入した CO2 が安定して貯留されてい

ることをモニタリングする技術、水理－力学連成解析技術等の開発を分担している。  

また、地質情報の可視化に関する 2 件の特許を活かして、3 次元地質模型作成等を

行うベンチャー企業 1 社の設立を支援した（平成 28 年 6 月 1 日設立）。 

なお、民間との連携においては、ゼネコン等を頂点にした既存のビジネスモデルに

おいて民業圧迫にならないこと、国の機関として社会からの信頼を損なわないこと、

をガイドラインとしている。  

 

（６）-２ マーケティング力の強化   

企業訪問など直接的なマーケティングに加え、各種のメディアを活用した広報活動

を行った。直接的なマーケティングには、領域イノベーションコーディネータ（IC）

（国内・国際）、領域幹部によるトップセールスのほか、産総研テクノブリッジフェア

（つくば及び地域センター）、GSJ 主催の各種のシンポジウム、外部団体主催の展示会

などへ出展、企業を対象としたつくばの研究施設訪問を行った（表 5）。  

 

表 5 マーケティングの事例  

 

広報活動では地質図幅の発行や主要な論文成果についてのプレス発表を昨年度の 3

件から 9 件へ大幅に増加させた（表 6）。メディア取材は自然災害など 309 件（AIST

全体の約 4 割）を受け、延べ 515 件が報道された。科学番組「ガリレオ X」（BS フジ）

-11-



 

 

 

 

では、薄片技術を軸とした GSJ の紹介を行った（平成 29 年 4 月放映予定）。また、

GSJ のデータベースの特徴と使い方を紹介する冊子「地質情報の探し方」を改訂し、

新規ユーザーの開拓を推進した。また、GSJ の広報誌である「GSJ 地質ニュース」は、

平成 28 年度は 12 号（12 月末時点で 9 号 310 頁発行済み）発行される予定である。  

企業を巻き込んだ研究開発を行うため、産総研コンソーシアム制度を活用し、環境

水等の放射性セシウムモニタリングのコンソーシアムを設立した。  

これらのマーケティング情報は、原則、毎月の領域幹部と IC による GSJ 技術マー

ケティング会議で共有し、結果を研究部門へフィードバックした。また、他領域の研

究企画室とも情報を共有し、技術マッチングの提案など、異なる領域、地域センター

に跨るマーケティング機能を強化した。  

 

表 6 報道対応等の実績  

 
 
 

（６）-３ 大学や他の研究機関との連携強化   

国立研究開発法人海洋研究開発機構、国立研究開発法人土木研究所との包括連携協

定（MOU）による協力関係を維持・推進し、連携大学院へは教員を 11 名派遣した（東

京大学、千葉大学、東北大学、東邦大学）。大学・公設試験研究機関との共同研究は 66

件（うち海外 27 件）、企業との共同研究契約数は 47 件である。科研費については、

GSJ が代表の 38 件（直接経費で約 5,200 万円）に加え、大学等との連携により分担金

を 60 件（直接経費で約 4,200 万円）獲得した。  

MOU を締結した国と共同研究を実施することで、民間企業が独自では入手できない

鉱床の情報などを取得し、それを JOGMEC や日本企業に提供し資源権益の取得につ

なげることを目標としている。平成 28 年度は、南アフリカでのレアアース鉱石選鉱試

験、ミャンマー、カナダ、米国、アルゼンチンなどにおけるレアメタル資源の基礎調

査を実施した。またアメリカ地質調査所と GNS サイエンス（ニュージーランド）の

MOU を更新した。 

東･東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）加盟国を始めとするアジア各国の

地質調査関係政府機関と連携し、日本企業がアジアで活動する際に必要な地下資源、

地質災害リスク、環境汚染などの情報について日本が利用できる環境整備を継続した。

その結果、「東アジア地域地震火山災害情報図」の出版、アジア太平洋地域地震火山ハ

ザード情報システムの公開作業などが成果としてあった。また、CCOP の活動として、

東・東南アジア諸国で出版された各種の地質情報をウェブ上で公開・共有化すること

が進められており、GSJ はその中核となる地質情報総合共有システム（GSi）の開発

について技術指導を行った。また、熱帯地域における地中熱利用の適用性を検証する

ため、タイ・バンコクにおける実証試験を継続し、ベトナム・ ハノイにて地中熱利用

システムを設置して実証試験を開始した。  

産総研と公設試との連携等を通して我が国の産業発展に貢献することを目的とした

産業技術連携推進会議（産技連）では、地質地盤情報分科会において、自治体におけ

る地質調査及び地質地盤情報整備の取り組みを紹介する講演会を開催し、自治体にお
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ける地質地盤情報整備・利活用に関する情報交換促進に貢献した。また、地圏環境分

科会（地下水環境研究会・土壌汚染研究会）の講演会を開催し、公共工事や自然災害

に対する水環境管理のあり方、建設工事等に伴う岩石・土砂管理のあり方ならびにこ

れらを支える基盤情報整備の重要性の理解、浸透を進めた。  

御嶽山の噴火等を踏まえ、文科省が進める、火山災害軽減を担う次世代の火山研究

者の育成を目的とした「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」に参画した。ま

た、日本財団が中心となって学生に対する海洋開発産業の理解増進、海洋開発人材育

成システムのモデル事業の実施などを目的に設立された「海洋開発人材育成コンソー

シアム」に、国内企業、大学、公的研究機関とともに参画した。これらについては、

今後も研究者の講師派遣や学生実習の場の提供を行っていく予定である。また、活動

火山対策特別措置法の改正に対応して、気象庁から火山専門家の増強要請を受け、GSJ

職員 1 名を平成 28 年 10 月より出向させた。  

 

（７）研究人材の拡充、流動化、育成   

我が国において地質の調査に対するニーズは、特に東北地方太平洋沖地震を契機に

一段と高まっている。一方で GSJ のみならず、大学や民間企業においても地質の調査

を行える研究人材の確保は、大きな問題となりつつある。このため、GSJ では近年特

に研究人材の拡充や育成について積極的に取り組んできた（表 7）。 

人材育成については、リサーチアシスタント、イノベーションスクール、PD 雇用と

いった AIST の制度に加え、GSJ 独自の取り組みとして、短期（4 名）及び長期（原

則 1 年間：3 名）の海外派遣を行った。また、GSJ としては初めての試みであるクロ

スアポイントメント制度は、1 名が東京大学から GSJ へ雇用、1 名が GSJ から島根大

学へ雇用され、人的交流が促進された。GSJ 独自の研修制度については、国内外で調

査や分析、また地質情報の活用や解析について、技術者、学生、また気象庁や自治体

の職員等を対象に地質に関する研修を開催し、総計 140 名以上の参加があった（表 7）。 

 

表 7 主な研修の状況 

 
 

以上の成果を産総研の評価指標で整理すると、年度途中であるが、大半の項目につ

いて目標値を達成した（表 8）。 
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表 8 評価指標値のまとめ（12 月末現在） 

 

 

 

２．知的基盤の整備  

【地質図・地球科学図等の整備】  

5 万分の 1 地質図幅は「観音寺」、「泊」、「鳥羽」の 3 図幅（3 区画）の原稿を完成し、

「母島列島」、「新潟及び内野」、「播州赤穂」の 3 図幅 4 区画を出版した。「新潟及び内

野」、「播州赤穂」は出版と同時にプレス発表を行い、プレス発表後、両図幅の記事が

多数の報道機関により報道され、地域住民及び地方自治体から両図幅に関する問い合

わせが多数あり、成果の普及とともに、地質図幅への関心を高めた。20 万分の 1 地質

図幅は 3 区画の改訂を進めた。シームレス地質図のアクセス数は順調に増加し、年間

ヒット数は 2.8 億件を今年度に達成する見込みで、社会への普及が進んでいる（図 6）。

次世代シームレス地質図（シームレス地質図 V2）はβ版を公開し、正式版の公開準備

（平成 29 年 5 月予定）が整った。海域調査では海洋地質図 1 枚「見島沖海底地質図」

を出版し、南西諸島周辺海域の海洋地質調査を継続して実施した。  

 

 

【３次元地質地盤図の作成（重点課題）】  

インフラ整備や地下水利用等、都市域の新たな地下利用に資する地質情報整備とし

て、ボーリングデータの整備、及び地下地質を３次元で可視化する技術の開発を千葉

県北部地域で実施している。今年度は、地層対比の基準データ整備としてボーリング

調査を追加実施するとともに、ボーリングデータや地質図等の閲覧ウェブサイト「都

市域の地質地盤図」を開設し、産総研が千葉県北部でこれまでに実施した 21 地点のボ

ーリング調査データ（基準ボーリングデータ）と 196 地点の露頭柱状図データを公開

した（図 7）。また、暫定的に構築した 3 次元地質モデルをもとに 2 次元地質図を作成

し先行公開した。  

H27目標値 H27実績 H28目標値 H28実績 達成度 H27年度比

民間資金獲得額（億円） 1.5 0.8 2.0 2.1 105.8% 265%

指　標

論文被引用数 1700 1719 101%
論文発表数（報） 120 127 130 79 60.8%

リサーチアシ
スタント

16 15

イノベーション
スクール生
（博士課程）

0 1

知的財産の実施契約数 10 15 15 15 100%

100%

参考値

人材育成数（人） 16 16 100%

公的資金獲得額（億円） 17.0 18.8 15.0 16.4
特別研究員（人） 21 18

連携大学院教員（人） 9 11
クロスアポイント（人） 0 2

図 6 シームレス地質図ヒット数
の推移グラフ  

平成 28年度は 11月までの月平均
値からの予測値。  
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図 7 ボーリングデータや地質図の閲覧サイト「都市域の地質地盤図」  

 

【沿岸域プロジェクト】  

都市・沿岸域における地質災害の軽減を目指して、平成 26 年度より 3 年計画で相模

湾～房総半島沿岸の調査を実施した。また、調査の完了した駿河湾北部沿岸域につい

て海陸シームレス地質情報集「駿河湾北部沿岸域」を出版した（図 8 左）。同断層帯で

最も活動度が高いとされる入山瀬断層と周辺の海陸の活断層の解析結果から、富士川

河口断層帯と駿河トラフは、雁行して配列する位置関係にあり、海陸で連続すること

が判明した（図 8 右）。情報集のうち、活断層についての成果である「1/5 万富士川河

口断層帯及び周辺地域地質編纂図」についてプレス発表し、初動 7 日間のアクセス件

数は産総研全体のプレス発表の中で 3 位であった。また、中部・東海地域の地震・活

断層に対する防災関連の TV 放映や新聞報道に取り上げられ、社会の防災意識の向上

に貢献した。 

 

図 8 駿河湾北部沿岸域の海陸シームレス地質情報 

左：駿河湾北部沿岸域の海陸シームレス地質図の一部。右：富士川河口断層帯の沿岸

域における活断層の分布と駿河トラフとの位置関係。  

 

【活断層・火山・津波情報】  

活断層、津波、火山噴火の履歴や規模などを解析・評価し、データベース化を実施

した。具体的には、陸域・海域で合計 5 断層帯の調査と活動性評価を実施した。陸域
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の調査対象は、綾瀬川断層帯の伊奈−川口区間（埼玉県）、曽根丘陵断層帯（山梨県）

そして日奈久断層帯（熊本）である。海域の調査対象は長岡平野西縁断層帯（新潟）

および日奈久断層帯である。活断層データベースについては、平成 28 年（2016 年）

熊本地震直後に、布田川断層帯・日奈久断層帯のデータが検索しやすいようトップペ

ージを改訂した。また、八丈島火山地質図は完成し、来年度に出版予定である。  

セキュリティの向上と今後のデータベース開発の効率化のため、1）開発言語の改修、

2）文字コードの置き換え、3）検索画面背景等、インターフェイスの設定・デザイン

の大幅改訂を行った。併せて、最新研究成果の収録、海底音波探査データの収録を進

めた 

津波堆積物データベースについては、静岡県の地域情報と静岡県、三重県、和歌山

県のそれぞれ一部地域の地点データを公開するとともに（図 9）、北海道東部と静岡県

沿岸の一部について地質柱状図データの整備を行った。火山情報では富士山の 10 万年

にわたる噴火の履歴を表した富士火山地質図（第 2 版）を約 50 年ぶりの改訂版として

出版した。平成 28 年の桜島噴火、阿蘇山噴火について火山噴出物の物質科学的研究を

実施した。 

 

図 9 津波堆積物データベース  

静岡県、三重県、和歌山県のそれぞれ一部地域のデータを公開  

 

【鉱物資源情報】  

アジア鉱物資源データベースの鉱床位置に関するデータを更新し、オンライン版ア

ジア鉱物資源図の個票データへ反映させた。また、アメリカ地質調査所との共同で、

来年度公表を目指している最新のレアアース鉱床データベースの編纂を進めた。GSJ

側では中国・東南アジア地域を担当し、鉱床タイプ、位置情報、参考文献等の情報を

整備した。 

【地下水環境情報】  

富士山周辺の地下水の量や質に関する情報をデジタルマップとして集約し、水文環

境図「富士山」（図 10）を平成 28 年 3 月に出版し、7 月に主な研究成果として産総研

ウェブサイトで公表した。水文環境図「大阪平野」の作成を進め、新潟平野・勇払平
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野の調査を開始した。また特定の地域の地下水データベース作成に関して、建設コン

サルタント企業との共同研究を開始し、さらに、水文環境図を活用した地中熱利用評

価に関して、地方自治体との連携プロジェクトの立ち上げの準備を行った。  

 

 

【地質情報の普及活動の取組状況】  

地質情報の発信に関しては、ユーザーの関心を高め利用拡大につなげることを目指

した。その一例として、地質情報の統合ビューアである地質図 Navi を用い、平成 28

年（2016 年）熊本地震、鳥取県中部で発生した地震に関し、GSJ による精密余震位置

再解析結果等を即日オーバーレイ表示できるようにし（図 11 左）、その表示結果は各

種報道に用いられた（図 11 右）。また、ユーザーが地質図を利活用するための新しい

アプリケーションを開発し、オープンソースで提供した。組織的なオープンデータへ

の取り組みをいっそう進めるため、前年度に国が策定した新しいオープンライセンス

である「政府標準利用規約（第 2.0 版）」への移行を年度当初より議論・準備し、平成

28 年 10 月 3 日に適用した。これにより、ユーザーによる改変を含む自由な二次利用

を可能とした。さらに、機関間でのデータの相互利用を進めるため、地質情報の LOD

（Linked Open Data）による発信を開始し、平成 28 年度には、地質文献、地質標本、

第四紀火山についての LOD を整備しウェブ API を公開した。  

 
図 11 地質図 Navi とその利用法  

左；熊本地震に関する情報発信、右；利用例：日経サイエンス記事  

 

これら１次成果物のオープンデータ配信はインターネット経由で実施しているが、

GSJ の研究成果や地質標本等の実物を用いた成果普及・アウトリーチの場である地質

標本館については、４年計画の大幅改修を開始し、初年度として地域地質・ジオパー

ク展示を強化するための施設改修や展示物の移動等を行った（図 12 左）。また、地質

標本館でのイベントの強化（図 12 右）、他機関への出展協力、地質情報を利用した有

図 10 富士山周辺の湧水の位
置とその水温を示した鳥瞰図  
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料頒布物の作成等を推進した。  

 

図 12 地質標本館の様子  

左；改修の様子。館内展示物の一部を屋外モニュメント化、2 階テラス改修工事等。 

右；地質標本館夏の特別展展示の様子。 

 

 

３．「橋渡し」のための研究開発  

（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

【鉱物資源に関する調査・研究】  

南アフリカ共和国北東部の重レアアース鉱床について、鉱石の選鉱試験を南ア鉱物

処理研究所と共同で実施し、レアアース濃度を原鉱の 5 倍に上げることに成功した。

来年度以降、さらに選鉱技術を改良することにより、同鉱床に関する開発可能性調査

の実施を目指す。ミャンマーでは、中部シャン州のレアアース資源ポテンシャル評価

を実施し、その結果は、経済産業省を通じて日本企業による資源開発に活用見込みで

ある。また、アルゼンチン地質鉱物調査所と共同で、同国内の鉱物資源のポテンシャ

ル評価を目的とした調査・研究を開始した（IF 付国際誌 3 報）。 

【CCS の研究】 

国の委託事業や科研費補助金等により、キャップロックの長期的な遮蔽性能を評価

する技術開発に取り組み、地化学反応前後の岩石の水理特性変化を検証するとともに、

鉱物表面のミクロな変質が遮蔽性能を低下させ得ることを見出した。また、揚水試験

現場の歪データを適用することで水理－力学連成シミュレーション手法の高精度化を

図るとともに、室内実験により基礎となる水理データを取得した（IF 付国際誌 1 報投

稿中）。さらに、苫小牧実証サイトにおける重力観測に関して、昨年度までのベース

ライン測定に引き続き、CO2 圧入時のモニタリングを開始した。  

【土壌や地下水の汚染評価技術の開発】  

大規模土地改変に伴って生じる岩石等に含まれる自然由来有害物質管理技術の開発

のうち、重金属類吸着材の基本物性の解明や化学物理的安定性等に係る実験的研究、

難分解有機化合物の酸化分解メカニズムの解明、有機化合物による複合汚染の微生物

浄化手法に係る基礎研究を中心に推進した。具体的な大規模工事への対策を念頭に、

リニア中央新幹線沿線の主要岩種に係る重金属類の含有量と溶出量の基礎データを取

得した。福島第一原発事故に伴う周辺住民の放射線暴露状況と個々の行動パターン等

との関係を解明した論文を発表するなど、全体で IF 付国際誌に 8 報公表（投稿中 4 報）

した。 

【燃料資源に関する調査・研究】  

平成 25 年年度から 3 年間、主に日本海側で実施した表層型メタンハイドレート調査

に関して、上越沖海鷹海脚を対象に、掘削検層・コア解析・電磁探査の三種の試算法

で資源量を推定し、いずれも同程度の結果を得た（図 13）。本件は公開の第三者検討

委員会において妥当性が承認され、経済産業省がプレス発表した。石炭中のメトキシ

芳香族化合物からメタンを直接生成するメタン生成菌を発見し、開発が進められてい
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るコールベッドメタン形成にこのメタン生成菌が重要な役割を担っている可能性を明

らかにした。この成果は米 Science 誌に掲載、プレス発表するとともに、関連成果を

IF 付国際誌８報に公表した。これは未回収燃料資源の新たな利用法につながり、企業

との新たな連携が見込める成果である。  

 

 
図 13 表層型メタンハイドレートの資源量の試算結果  

経済産業省ニュースリリース：  

http://www.meti.go.jp/press/2016/09/20160916006/20160916006.html） 

 

【海底鉱物資源】  

排他的経済水域内のベースメタル、レアメタル等の海底鉱物資源の継続的な開発の

ため、広域調査による有望鉱床の探索など、国の重要課題に貢献した。広大な海底に

局在する高品位鉱床を効率的に検出するため、海底熱水鉱床の成因モデルの構築を進

めたほか、調査・解析技術やノウハウの開発を推進し、民間海洋調査会社が海洋資源

調査に参入できる環境と技術の整備を進めた。また、宮古島周辺の海洋地質構造を解

明した（GSJ 速報として印刷中）。  

【活断層評価など】  

活断層評価法の高度化を目指した関東地域のテクトニックマップ作成に関しては、

微小地震データの解析が一通り完了し、各種応力情報もコンパイルしたマップ（図 14、

15）として取りまとめた。このコンパイルマップは約 15 年間の微小地震を解析した結

果で、高分解能で応力場が推定でき、プレートの沈み込みによる影響では説明できな

い非常に複雑な応力場を示した。その結果、これまで不明であった関東平野の応力場

も明らかにされつつある。今後、この地域の活断層の活動評価を行う際に重要なデー

タとなる。 
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図 15 応力場の変化が激しい場所の一つである山梨県北東部およびその周辺の詳細

応力マップ 

（a） 観測点分布。臨時観測点を黒の四角で、定常観測点を白の四角で示す。  

（b）（a）の黒枠内における詳細応力マップ。応力場の特徴により 5 つの応力区に分

類。およその応力区境界を点線で示す。背景のカラーは断層タイプを示す。水平面

内最大主応力方位を赤線で、95％信頼区間を桃色の扇の拡がりで示す。曽根丘陵断

層（SHF）と鶴川断層（TF）をオレンジ色の線で示す。（今西ほか、2017） 

 

【地熱・地中熱の技術開発】  

古火山・古カルデラ下部に存在するプレート沈み込み起源の超臨界地熱資源を利用

する革新的な地熱発電技術の開発を目指した研究を進めた。具体的には、高温・高圧

の岩体内での力学・水理学的現象解明のための室内実験装置、超臨界岩体内部での地

熱資源の挙動予測のためのシミュレータ、および高温・高圧かつ腐食性の坑内を模擬

可能な装置を開発し、それぞれ実験を通じた基礎データの収集を開始した。それらの

結果を IF 付国際誌に 9 報、査読付国内誌に１報公表した。また、電磁気学的現象を利

用した超臨界地熱システムモニタリング技術の開発にも着手した（図 16）。 

図 14 関東地域のテクトニックマ
ップ試作図 

深さ 25km 以浅における最大水平
圧縮応力方位（黒線）と断層タイ
プ（背景の色）。赤線は活断層  、
紫線は活褶曲を示す。グレーの太
線は、関東地域の地域評価の対象
域。 
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図 16 地熱・地中熱研究の概略  

上左；沈み込み帯起源超臨界地熱システムの概念、上右；高温・高圧の岩体内での力

学・水理学的現象室内実験装置、下；研究のロードマップ  

 

 

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発  

【燃料資源に関する調査・研究】  

表層型メタンハイドレート調査の結果はエネルギー・環境領域と共有し、平成 29 年

度から回収技術開発の公募研究に生かされる。石油関連企業 3 社からの要請に応え、

国内堆積盆の炭化水素ポテンシャル評価を目的とした共同研究として、地質調査に基

づく構造調査や有機堆積物分析、また温泉ガス・水に関わる分析や微生物解析等を通

して、地層の根源岩および貯留岩としての解析を引き続き実施した。油層微生物によ

る残留原油のメタン変換・回収技術の開発に向けて企業との共同研究を実施し、関連

する特許を１件出願した。  

【非金属資源に関する調査・研究】 

ジャパンブランドとして見直されている窯業について、瀬戸・東濃の窯業原料の枯

渇問題に対応し、未利用資源の窯業原料化研究として、枯渇に瀕した粘土層の下位の

風化層の低コスト精製技術について、地元企業との共同研究を実施した。平成 28 年度

は、過去の掘削資料のコンパイルにより、風化層の賦存状況を概ね明らかにした。ま

た、風化層からの水簸（すいひ）カオリンに含まれる雲母の磁選による除去技術の開

発を試み、雲母除去率の上限を明らかにした（国内誌１報）。 

【CCS の研究】 

安全かつ大規模・効率的な CO2 地中貯留技術の実現に向けて、我が国の貯留層に適

した実用化規模（100 万トン/年）での CCS 地中貯留技術を開発するとともに、CCS

の社会受容性の獲得を志向した研究開発を行うために、平成 28 年 4 月に、地球環境産

業技術研究機構および産総研の 2 機関と民間企業 4 社により「二酸化炭素地中貯留技

術研究組合」を設立した。この中で GSJ は、貯留した CO2 の低コストでのモニタリン
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グ技術や、水理－力学連成解析技術、地化学反応速度測定技術など、産総研が独自に

有する優位性のあるコア技術を基にプロジェクトを推進した（図 17）。 

 
図 17 CCS 研究の概要 

上左；二酸化炭素地中貯留技術研究組合の事業イメージ、上右；苫小牧サイトにおけ

る重力測定、下；研究のロードマップ  

 

【土壌汚染対策・浄化の技術】  

土壌・地下水汚染対策の環境負荷を評価・低減する手法や、社会・経済的側面も考

慮した持続可能な土壌汚染対策の技術等を協議・共有するコンソーシアムを設立し、

有害物質溶出試験法の国際標準化（ISO21268-3）や、原位置汚染浄化を目指した環境

共生型土壌汚染対策技術の開発等も推進した。環境水、特に海水中の溶存セシウムを

連続モニタリング可能な技術開発について民間企業からの共同研究費を獲得するとと

もに、環境水等の放射性セシウムモニタリング技術等に係るコンソーシアムを立ち上

げ、橋渡しを実施した。全体で IF 付国際誌に 2 報公表した。 

【海底鉱物資源】  

民間受託研究や戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「次世代海洋資源調査

技術」を通じて、海底地形や地質構造、堆積層の成り立ち等を総合的に考慮した広域

ポテンシャル評価を実施した。  

具体的には、沖縄トラフ伊平屋北フィールドの熱水鉱床成因モデル（図 18 左）を、

掘削試料を含めた地質試料の分析結果等から構築した。また、沖縄トラフ東縁や伊豆 -

小笠原弧のカルデラ域で深海曳航探査装置を用いた表層地質マッピングを行い、高解

像度の海底地形図の作成（図 18 中）、熱水噴出孔（図 18 右）やマウンド、溶岩流や断

層と考えられるリニアメント等の把握などを行い、新たな熱水鉱床の調査手法を開発

した。これらの成果により、「広域調査」から「資源量評価」へとつなぐ技術やノウハ

ウの整理を進めた。  
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図 18 海底鉱物資源調査の成果 

左；伊平屋北フィールドの熱水鉱床成因モデル図。透水層（黄色）を通じて熱水が循

環し、不透水層との境界で沈殿・析出が起き、鉱床（茶色）が形成される。中；沖縄

トラフ東縁硫黄鳥島堆の高解像度の海底地形図。カルデラ状地形が確認できる。右；

サイドスキャン結果。新たな熱水活動域（白矢印）を発見。 

 

【地熱・地中熱の技術開発】  

三次元地下水流動・熱輸送モデルによる地中熱ポテンシャル評価と現地水文調査を

組み合わせた、クローズドおよびセミオープンループのヒートポンプシステムに対応

可能な地中熱ポテンシャルマップ作成技術を、福島県会津盆地をモデルとして開発し

た。民間企業と連携して開発した「自噴井を利用した地中熱ヒートポンプシステム」

の適地選定にこのポテンシャルマップを適用し、その有効性を明らかにし、IF 付国際

誌に 1 報公表した。 

【国際連携】 

鉱物資源国などへの日本企業の進出が有利となるよう、MOU に基づいて相手国と共同

研究などを実施した。また、東･東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）等の国際

的枠組みの下に、日本企業がアジアで活動する際に必要な地質災害リスク、環境汚染

などの情報について日本が利用できる環境整備を継続した。  

【活断層評価など】  

平成 28 年 4 月に発生した熊本地震を受け、地震発生翌日から現地調査隊を派遣し、

地表地震断層と地表変状の調査を実施した。調査結果（図 19 左）は、ホームページ等

で迅速に公開するとともに、各種報道、アウトリーチ、国の委員会への資料作成に貢

献した。   

熊本地震については、平成 28 年 4 月 28 日までにメディア（TV、新聞、雑誌）から

66 件の取材があり、延べ 113 件が掲載・放映された。地震直後には活断層 DB へのア

クセス数が１日当たり 10 万件以上に急増（通常時は 200～300 件）し（図 19 右）、地

質図 Navi、シームレス地質図を合わせたアクセスは通常時に比べ 5 倍以上に増加した。

これらは、地質図や活断層情報など長期にわたる地質情報整備の成果でもある。熊本

地震の調査結果は国内外の学会で発表され、論文投稿も行った。 

文部科学省からの予算で日奈久断層帯でトレンチ調査を行い、過去 1 万 5 千年間に

複数回の断層活動の痕跡を確認した。この地域では既存研究で 1200～1600 年前に活

動が推定されているが、地震周期、他の断層帯との連動などわかっていない。さらに

分析を進めて地震周期の解明や、起こり得る地震規模の推定につなげていく。  
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図 19 熊本地震の調査結果と活断層データベースへのアクセス状況  

左；熊本地震の調査結果。右；活断層データベースセッション数（グーグルアナリ

ティクスによる）  

 

国の進める千島−日本海溝の地震津波想定や長期評価において、北海道東部の津波堆

積物などの知見を提供した。東海・東南海・南海地域の地下水観測データを、地震調

査研究推進本部、気象庁等へ提供し、国の地震評価等に貢献した。地震本部へは月 1

回の地震調査委員会の際にスロースリップイベント・微動の発生状況を報告し、気象

庁へは、リアルタイムで地下水・歪等のデータを提供している。 

【火山活動評価手法など】 

桜島・阿蘇山の噴火噴出物の解析結果、霧島硫黄山火山ガス観測結果、写真判読に

よる新潟焼山の降灰活動評価結果などを、気象庁を通じて公表し、噴火推移等の予測

にかかる情報を火山噴火予知連絡会へ提供した。  

民間受託研究や戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「レジリエントな防災・

減災機能の強化」の一部として、火山ガス等のリアルタイムモニタリング技術の開発

を進めた。 

原子力施設における火山活動のモニタリング技術の開発の為に、阿蘇カルデラ等を

対象として地物観測による地下構造探査、噴出物に基づくマグマ蓄積時の温度・圧力

条件の推定、マグマ蓄積により生ずる地形変形のモデル化などの基礎研究を進めた。 

【地層処分基盤技術と原子力利用・規制支援】 

国が整備すべき基盤技術の開発、ならびに安全規制に必要となる地質環境の評価技

術の確立に向けて、沿岸域の地下水流動調査技術、地震・断層活動、火山・火成活動

および隆起・浸食の長期評価手法の検討を進めた。公正中立の立場から国に対して知

見と技術を提供することで、国の原子力政策の安全・安心の向上に貢献した。  

国が示す処分地選定のための科学的有望地に関する要件や基準を議論する上で、既

存データの再構築や、安全を担保するための要素技術の確証が迫られる中、沿岸域深

部の地下水に関して、年代評価を含む調査技術の体系化が求められている。これに対

し、GSJ は地形や地質から列島を区分けし、典型地での沿岸深部地下水調査を開始し

た。 

噴出物層序および構成物解析・実験岩石学的検討を組み合わせ、カルデラ形成噴火

の推移やマグマ供給系の発達過程の復元を推進した。 

東北地方および近畿地方をテストフィールドとして、力学的見地に基づく断層の動

きやすさ・動きにくさについて、広域応力場におけるスリップ・テンデンシー(ST)と

して評価を行い（図 20）、ST 評価と履歴調査に基づく断層の活動性との関連性につい

て検討を進めた。活断層であっても、ST が小さいものが存在する一方、地質断層の一

部でも ST が高いものが存在することが判明した。さらに、地域応力場や断層の滑りや
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すさに影響を与える要因（断層の深部形状や断層破砕帯の間隙水圧など）に対する検

討も進めていく予定である。 

 
 

 

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発  

【粘土鉱物による材料創製】  

民間企業と連携して NEDO プロジェクトを推進した結果、100℃程度の低温廃熱を利用

可能な高性能蓄熱剤「ハスクレイ造粒物」の量産製造技術（1,000 トン/年レベル）を確立

した（特許出願２件）。これを利用して従来システムに対して３倍以上の蓄熱密度を実現で

きる蓄熱システムを開発した。これにより蓄熱システムのコンパクト化が実現でき、２ト

ントラックでの搬送が可能となった。平成 29 年 3 月より、トラックに搭載したシステム

を使ったオフライン熱輸送の実証試験を開始予定である。この技術は、これまで捨てられ

ていた低温熱エネルギーを有効活用し、持続可能な社会の実現に寄与する大幅な省エネル

ギーに貢献する（平成 29 年 3 月プレス発表予定）。 

【土壌汚染対策・浄化の技術】  

建設発生土の微生物浄化に伴う処理水の原位置処理技術および重金属類を含む土壌

の電気化学的分離技術、使用済ヒ素吸着材の廃棄および埋立て処分環境での長期的安

定性等の基礎データ提供を通して民間企業への橋渡しを継続した。放射性セシウムモ

ニタリング装置の濃縮用カートリッジ販売を約 4,000 個に増やすとともに、地圏環境

リスク評価システム（GERAS）の配布数を約 2,000 件まで伸ばした。また、産総研で

開発した低透水性材料の性能評価技術をアメリカ試験材料協会（ASTM）標準 D5084

に反映させた。表層土壌評価基本図（高知県地域、図 21）を公表予定である（平成 29

年 3 月）。 

 
図 21 表層土壌評価基本図（高知県地域）の整備  

図 20 近畿地方における活断層か
ら求められた東西方向の圧縮応力  

近畿地方の活断層 (実線)及び地質断
層（破線）に対して、東西方向の応
力場に対するスリップ・テンデンシ
ー (ST)の計算結果。  
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【深海曳航式海洋調査技術】  

 日本の海底鉱物資源広域調査を推進するため、また、それ以外の様々な用途に資す

るため、従来よりも分解能が一桁以上高い世界最高空間解像度を持つ海底下地質構造

調査を可能とする調査技術開発に着手した。これは反射法音波探査の高分解能化を目

指したもので、深海曳航型マルチチャンネルストリーマシステムの開発である。関連

する民間企業からの資金提供を受ける共同研究契約「海底資源調査に資する深海曳航

型マルチチャンネルストリーマシステムの共同開発」を平成 28年 8月 22日に締結し、

製品の実用化を目指している。  

【地熱・地中熱の技術開発】  

地熱発電と温泉との共生実現に資する科学的データ取得のために、民間企業と共同

で温泉泉質の遠隔モニタリング装置のプロトタイプを開発した。その上で、国内温泉

地 10 地点において実証試験を開始し、温泉の変動を引き起こす現象の解明を進め、査

読付国内誌に 1 報を公表した。また、地域の地質・地下水環境に最適な熱交換器を導

入し従来よりも高効率な地中熱システムの開発のために、民間企業と連携してタンク

式地中熱交換器および地中熱利用の排気冷却システムの低コスト化の実現や地中熱シ

ステム構築に不可欠な熱物性データを容易に取得可能な試験法の開発を行い、橋渡し

を促進した。 

【ASTER 技術】 

地球観測衛星データを処理した付加価値プロダクト「ASTER-VA」を平成 28 年 4 月

より無償で一般に提供を始めた。使いやすいシステムを構築したことで、日本国内だ

けでなく海外からのアクセスも増加している。これを通じて一般財団法人宇宙システ

ム開発利用推進機構（JSS）の宇宙ビジネスコートの立ち上げに協力した。ビジネスコ

ートを通じて、今後の小型衛星などを利用した宇宙ビジネスの進展に貢献していく。  

 

 

４．前年度評価コメントへの対応  
研究開発マネジメント 

全体の戦略 

（１） 地質情報の「商品価値」を高め啓蒙する活動をさらに加速する方策が必要  

 回答：つくばや地域センターで開催されるテクノブリッジへの出展、企業からの視

察、企業訪問、地域で開催される展示会などへの出展を増加し、イノベーション推進

本部とも連携して、GSJ の研究成果の具体的な利活用の方法などを紹介している。  

地質以外の業界にもマーケティングの幅を広げるため、日経 BP 社が運営する「日経

テクノロジー」の web ページに地質情報についてのインタビュー記事を掲載した。  

「自社の BCP、万全ですか？産総研が支援します」

（http://techon.nikkeibp.co.jp/atcl/column/15/060600049/00003/） 

 

（２）さらに一層の広報活動と相談窓口の明確化を期待する。特に、地方ではまだ認

知度が低い 

回答：地質図の出版、社会的に注目を集めそうな論文などの発表の際には、原則とし

てプレス発表を行うようにした（昨年度の 3 件から 9 件に増加）。地質図の地元（H28

年度は新潟と大阪）での「記者会見」を行い、自治体などから好評であった。また、

産業展示会などへの出展を増やしている。地質相談窓口での対応とともに、アンケー

ト調査による地質情報の利用状況や利用ニーズの把握を行い、業務に反映している。  

 

技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施  

（１）指導・助言をどのように具体的に行っているのか  

回答：公的研究機関としての公平・公正さを前提に、技術コンサルティングの制度を
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活用して積極的に展開中。さらに、企業にとっても、GSJ と共同で実施すること自体

が宣伝効果（信頼性・企業イメージの向上）となり、国内外で業務の受託拡大に繋が

るメリットがあることを宣伝している。  

 

マーケティング力の強化  

（１）セールス分野を強化するには、マーケティングのノウハウを研究者にきちんと

教育し、専門的な視点からマーケティング能力を高めると共に職員の意識を変えてゆ

くことが重要 

回答：折に触れ、幹部から職員への指導を行っている。イノベーション推進本部上席

IC による技術マーケティング講習にも参加している。  

 

研究人材の拡充、流動化、育成  

（１）つくばにある他研究機関との人材交流、自治体職員研修の充実、フィールドを

扱える研究者・技術者の養成プログラム、人材の流動化に資する技術者リストの作成、

総合的な相談窓口の設置などを行ってはどうか。  

回答：地質分野における“人材”と“データ”のバンクづくりを２本柱とした、GSJ

の次なる成果普及を目的に、新たな募集特定寄附金（GeoBank:ジオバンク）を開始し

た。その中で、「学校では教えてくれない」実務的な地学の知識や技術の継承を、地質

標本館や野外研修を軸に実施する「地質の学校」を開設することとした。また、新規

採用の枠として「修士型採用」を H30 年春から開始予定で、その準備を進めた。  

 

知的基盤の整備 

（１）小中高大に対する地質学の普及をさらに進めてほしい  

回答：子供から大人まで、状況に即したアウトリーチと教育プログラムを提供してい

く予定であり、ジオバンク「地質の学校」や平成 27 年度から開始した「GSJ ジオ・サ

ロン」を活用していく。  

 

（２）データを応用的に利用しやすい形にするためもう一歩進んだ加工を  

回答：ジオバンク「GSJ データネット」において、いつでも、どこでも、知りたいこ

とがすぐにわかる、新しい地質情報の利用サービスの創出を目指して、システム整備

やネットワークづくりを行っていく予定。 
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評価資料（主な業務実績等（年度末確定値）） 
 

議事１．領域の概要と研究開発マネジメント 

各種指標 委員会説明 年度実績（確定値） 備考 

民間からの資金獲得額 2.3億円 2.5億円  

リサーチアシスタント採用

数 

15名 15名  

イノベーションスクール採

用数 

1名 1名  

大企業に対する中堅・中小企

業の研究契約件数の比率 

35.5% 

 

35.3%  

報道件数 515件 589件  

プレス及び主な研究成果発

表数 

13件 15件  

・[地形情報配信の標準化の実績：知的基盤の整備に関する課題]インターネット上で地形地質

情報を高速で利活用するために開発した「PNG標高タイル」が、平成 29年 3月に国土地理院

によって採用され、これを使用した「地理院地図」が提供された。 

 

議事２．知的基盤の整備 

各種指標 委員会説明 年度実績（確定値） 備考 

地球科学図類の出版・公開

数 

8件 9件  

・[受賞実績：地質図・地球科学図等の整備に関する課題]5万分の 1地質図幅「新潟及び内野」

地域、平成 28年度地盤工学会出版賞受賞（平成 29年 3月 17日決定）。 

・[受賞実績：地質情報の普及活動の取組状況に関する課題]地質図 Navi が 2016 年日本地質学

会表彰を受賞（平成 28年 4月 2日決定）。 

 

議事３．（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

各種指標 委員会説明 年度実績（確定値） 備考 

論文の合計被引用数 1,719件 1,851件  

論文発表数 102報 130報  

知的財産の実施契約等件数 15件 15件 目的基礎、橋

渡し前期、橋

渡し後期の

合計値 

IF5 以上の論文誌に掲載され

た論文数 

5報 6報  

 

議事３．（２）「橋渡し」研究前期における研究開発 

各種指標 委員会説明 年度実績（確定値） 備考 

知的財産の実施契約等件数 15件 15件 目的基礎、橋

渡し前期、橋

渡し後期の

合計値 

公的資金獲得額（総額） －*  14.6億円  
*委員会説明では、定義（一般管理費の扱い等）の異なる値を用いていたため、本表には示さ

ない。 

・[復興計画へ提言の実績：活断層評価などに関する課題]熊本地震の甚大被害地域（益城町）

の地質地盤調査結果は、国土交通省の復興計画（ 熊本地震からの益城町の市街地復興に向け

た安全対策のあり方）にも採用（平成 29年 3月 31日）。 
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議事３．（３）「橋渡し」研究後期における研究開発 

各種指標 委員会説明 年度実績（確定値） 備考 

民間からの資金獲得額 2.3億円 2.5億円  

知的財産の実施契約等件数 15件 15件 目的基礎、橋

渡し前期、橋

渡し後期の

合計値 

企業との共同研究契約数（技

術コンサル含む） 

47件 59件  

 

 

【総括表：領域全体の年度実績】 

 

（一部再掲、目的基礎、「橋渡し」前期、「橋渡し」後期の重複なし） 

評価指標/モニタリング指標 年度実績（確定値） 領域としての目標値 

民間からの資金獲得額 2.5億円 2.0億円 

論文の合計被引用数 1,851件 1,700件 

論文発表数 130報 130報 

リサーチアシスタント採用数 15名 
16名 

イノベーションスクール採用数 1名 

知的財産の実施契約等件数 15件 15件 

 

 

 

-68-



 

 

 

評価委員コメント及び評点 
 

 

１．領域の概要と研究開発マネジメント 

（評価できる点） 

・知的基盤の整備として研究開発が行われるだけでなく、蓄積された地質情報を生かし、資源開発、環境

対策、防災・減災への活用を念頭にその社会への橋渡しがバランスよく実施されている。 

・相応の外部資金を得ていることは、資源安全保障、自然災害対策の観点から社会のニーズに応え得る研

究開発が行われていることの表れである。 

・社会へのアピールとして、プレス発表等で前向きな取り組みが行われている。 

・人材育成については、幅広く取り組みが行われている。 

・第４期中長期目標期間中で方針変更はないようですが、ミッションに沿って努力が払われていると見受

けられました。民間資金獲得額が目標を上まったのはそれを示していると思います。 

・知的基盤の整備と橋渡しをバランス良く進めようとすることは重要な方針と思います。 

・国際連携に関しては、アジア重点で中国、韓国と連携を維持している。 

・広報は明らかに努力のあとがみられます。 

・国土を取り扱う主要機関としての認識の上に、貴重な成果を社会に還元している。 

・３研究部門およびそれらを構成するユニットが有機的に結びつくように配慮している。 

・目標を超える民間資金を獲得したこと。（しかし、センターの業務内容から、私はそれほど重要とは考え

ていない） 

・プレス発表および web 上のアクセス件数が昨年度に比べて多くなったこと。センター内の努力の結果で

あることを認める。（ヒット数は話題性の多いものならば当然多くなる。それほど重要な項目ではないと

思うが・・・・） 

・着実な基盤情報整備と数値目標の達成、そして、その一般への普及（特にシームレス地質図の整備と改

善）が着実に行われている点は高く評価できる。 

・「地球技研」のような技術の橋渡しが生まれているのは評価できる。 

・民間資金の獲得額が大きく増加しているのは評価できる。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・地質情報を専門的に高いレベルを保ちながら一般市民に分かりやすく普及するためのさらなる工夫があ

ってもよいのではないか。情報を提供するという考え方だけでなく、理解できる市民層を増やすための

「教育的普及活動」にも努めてほしい。 

・外部資金・民間資金の導入、成果のベンチャービジネスへの展開の具体的なシステム（ルーチン）があ

まり明確ではない。 

・若い技術者・研究者の人材育成については、省庁の違いを越えて、大学等の研究機関との連携（人的交

流を含め）を深めてはどうか。このために必要な予算はそれほど膨大とも思えないので、寄付金に依存

するのではなく、交付金の使い道のひとつとして位置づけてはどうか。 

・論文発表数は、研究者の数から見て目標値が低いように見えます。共著も入れれば、人数の２倍が目標

でもよいように思えます。 

・橋渡し前期のプロジェクトは受託研究が主であることについて GSJ のリーダーシップがよく見えません。 

・バランスのとれた基盤整備と橋渡しに関して、長期的なビジョンに基づいたバランスが必要で、社会を

リードするようなビジョンの発信が望ましい。 

・広報は SNSの時代であり活用を促進していただきたい。 

・住民と直接対峙する自治体職員の地質的知識の向上に、センターがもう少し役割を果たせるのではない

か。（例えば、研修所の設置、等）。センターが提供する貴重な情報を解釈できる自治体職員の育成は、

わが国の災害対策や環境行政にとって重要と考える。 

・研究面の発信（ジャーナルへの掲載）がやや伸び悩んでいるのではないか？センターの業務としてはこ

れも重要な点である。 

・今年度、公的外部資金が減少した。その理由はよくわかったが、やはりその減を取り戻す努力も必要で

あろう。 

・ナショナルセンターとして民間に情報を橋渡すのであれば、その質保証が大切。今後も着実な基盤情報

整備とそのためのリソースの経産省への要求が必要。 

・公務員全体の問題なので、ここに書いてもしょうがないが、インパクトファクターの高い雑誌に論文を
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公表しているような優秀な人材を、定年後ももっと活用すべき。 

・GeoBank の設立はよいが、寄付金を集めるのがたいへんで、そのためにセンター内のリソースを無駄に

消費しては本末転倒なので注意が必要。 

 

 

２．知的基盤の整備 

（評価できる点） 

・従来の地質図、海洋地質図を含む目的別の地質情報図は引き続き充実が図られており、適切である。 

・シームレス地質図の作成と提供、防災向けの地質情報のビジュアル化、沿岸域プロジェクトの推進や、

アクセシビリティ向上（地質図 Navi など）にも配慮されている点は評価され、引き続き推進してほし

い。 

・ベースとなる地質図幅の整備を優先順位をつけて推進している。 

・図幅の価値を広報、Web を通じて敷衍することは、専門家の利用のためにも大きな支援になると推察し

ます。 

・３次元地質地盤図には期待します。 

・センターの最も重要なミッションの一つである。データを積極的に公開している点は評価に値する。ま

た、「地質情報の探し方」の冊子など、閲覧者のことも考えている。この姿勢はこれからも維持して欲し

い。 

・今まで不明であった沿岸域での地下構造を明らかにし、陸域と海域の地質情報のシームレス化を行った

ことは貴重である。 

・５万分の１地質図をはじめとするさまざまな種類の図幅類が、目標通り着実に出版されており、評価で

きる。 

・シームレス地質図については、利用が大幅に拡大しており評価できる。 

・さまざまな種類のデータが公開されているが、それらの利用を促進する努力の一つとして「地質情報の

探し方」のようなリーフレットを作られていることは評価できる。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・各図幅の説明書も重要であり、充実させてほしい。 

・海域調査として、例えば三陸～常磐沖の沖側（金華山・釜石沖海底地質図の沖側、ならびに海陸

の中間（沿岸））のような部分についても、将来の調査に繋がるような長期的な計画（見通し）が

必要なのではないか。 

・JAMSTEC や JOGMEC のデータも含めた総括的な研究の旗振り役を務めることも考えてはどうか。 

・ユーザーにとっての利用の難しさを排除する努力がなされているところであるが、さらに推し進めてい

ただきたい。 

・現在に問題があるようには見えませんし、経験もあるところですが、近未来の不測の地質災害発生も織

り込んだ体制の柔軟性はだいじかと思います。 

・地方の災害等で産総研の名があまりでてこないように感じている。国の地質関係のリーダーとして、他

機関をまとめるような動き方を期待する。 

・図幅をはじめ様々な地質データを社会へ還元している。これに対して相応の対価を獲得し、さらなるバ

ージョンアップへつなげる経営上フローは難しいのか？ 

・３次元地盤図の作成など、対象地域を選択する基準はどこに置いているのか？ 

・「地質情報の探し方」のようなリーフレットの一般への普及が望まれる。 

 

 

３．「橋渡し」のための研究開発 

（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究） 

（評価できる点） 

・メタン生成菌や超臨界地熱のような最先端の研究を進めている、進めようとしている取り組みは評価で

きる。 

・鉱物資源、環境対策、防災について、幅広くテーマを設けている点は適切である。 

・橋渡しの基礎としてのポテンシャルが感じられる課題に取り組んでいる。 

・時宜を得た研究テーマを設定している。 

・資源面などで大型プロジェクトとなるような研究が多いが、「センターの特色を生かした知識面での参
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入を果たしている」由、期待している。 

・どの研究も社会への橋渡しを見据えて選択されており、評価できる。 

・メタン生成微生物の発見のように、インパクトのある研究を若手研究者が行っている点は評価できる。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・メタンハイドレートについては、砂層型の研究も含め、開発手法の研究にも参画したほうがいいのでは

ないか。 

・在来型炭化水素鉱床に関する目的基礎研究は民間企業だけでは推進し難く、ニーズを吸い上げて課題と

して取り上げるべき。こうした在来型炭化水素の課題と研究者を育てることで、資源国のプロジェクト

に日本企業が参加する、あるいは資源国の技術者を日本で教育するなどの資源外交に資すると思料され

る。 

・シェールオイル、シェールガスのポテンシャル評価技術に関する研究、ならびにフラクチャリングに対

する風評被害を払しょくする普及等にも取り組んではどうか。 

・橋渡しの「シナリオ」が見えることが要請されるかもしれないが、過去の事例では、およそ先の見えな

いテーマがブレークスルーを生んできたこともある。橋渡しというより、橋の向こう側も変えてしまう

ような課題も持ってよいのではないか。 

・評価というキーワードが散見されるが、原理の理解なくして評価も難しいこともあり、まさに基礎研究

としか呼べないような研究も GSJの得意を生かしたところで推進できないか？ 

・地圏微生物のメタン生成プロセスに関する成果を、今後如何に発展させていくかに期待している。この

ような基礎的研究成果を大きく発展させる総合的機関として、センターは適所であると考える。 

・国策として行うべき研究の芽を育てて欲しい。 

・目的基礎研究の研究テーマ選択のプロセスに、各分野横断、あるいはセンター全体の公募型研究テーマ

なども取り入れると、若手研究者などの意欲につながるのではないか。 

・ペイしないために企業等が手を出さない研究、企業の技術力ではできない研究がおこなわれていると理

解しているが、説明の仕方として、各研究を社会実装するための課題や問題点なども明確に説明して頂

けると、ありがたかった。 

・個別の問題ではあるが、トンネル掘削などに伴い、重金属汚染された残土が発生して現場で困っている。

掘削前に汚染土量を推定する技術の開発が望まれている。汚染土は地質と密接に関連しているので、基

礎研究を行っていただけるとありがたい。 

 

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発 

（評価できる点） 

・民間からの要請による研究（窯業原料）は適切であるが、業界のニーズをどうやって吸い上げていくの

か、どのニーズを取り上げて対応していくのかが不明確か？ 

・熊本地震調査への迅速な対応は、知的基盤の応用を含めて高く評価される。（これを「橋渡し」研究前期

とすることがよいかどうかは不明だが、なんであろうと社会への貢献としては評価できる。） 

・「橋渡し」研究前期にあると説明された研究課題については、重要な課題に取り組んでいると認められま

す。 

・地域産業への技術支援（窯業原料）から資源・地震・火山などの大型プロジェクトに位置付けられるよ

うな分野までをカバーしながら、積極的に研究活動を行い、成果をあげている。 

・熊本地震の調査において、活断層評価や災害メカニズムの解明に迅速に対応し、貴重なデータを提供し

ている。 

・「橋渡し」研究前期の各研究は、資源・エネルギー開発、二酸化炭素削減、環境問題解決、地震・火山防

災などの社会ニーズを把握した研究テーマであり、それぞれ社会実装を視野に入れた成果を上げている

点は評価できる。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・在来型炭化水素鉱床の研究開発としては、アドホック的なテーマが中心にみえる。石油・天然ガス成因

論を牽引するような強力な取り組みが期待される。（目的基礎研究のコメント参照：そういった研究課題

は、民間のニーズとしては上がってきにくいのではないか。）民間企業だけでは賄いきれない研究開発を

国立研究機関と大学の研究者が担っていかなければ、日本として（石油開発産業における）科学技術力

を維持できないと懸念される。技術力を失えば、資源国への技術協力や資源国技術者の教育という「売

り」のカードを切れないことになる。 
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・マッピング・モニタリングも含まれているが、活用されるべき情報にするには、どのようにどこを信頼

するのかわかるようにすることが重要と思います。 

・ポテンシャル評価は、誤解されやすいタームと思われますので何をどう評価しているのかわかりやすい

説明が求められると思います。GSJの信頼にも関わると思います。 

・受託が多いことは、国の方針に協調的であるのか、先導しているのか。いずれにしてもどのように課題

を選択するのかがよく見えません。 

・このような研究過程で得られた知的財産に対して、特許申請などはどのような基準で行っているのか？

また、技術提供などへの対価の基準はあるのか？ 

・JOGMECと共同で長らく行ってきた海洋資源開発についても、そろそろ社会実装できる技術の開発が望ま

れる。 

・ここで紹介されている各研究の成果が、産総研の他分野のように企業の製品開発・大量生産に結びつく

ものであるわけではない。本評価システム自体に疑問を感じる。 

 

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発 

（評価できる点） 

・ハスクレイによる熱輸送システムや深海曳航 MCS 等の着実な開発は、おおきな期待が寄せられるところ

である。 

・AISTのミッションにも適合しているように見えるハスクレイの研究開発は、成功例になりそうです。 

・新材料創製が企業化へ近づいたことは評価できる。 

・物理探査分野では多くの有能な人材を有している。海洋探査の高精度化など、探査手法の基礎的研究は

重要であり、期待している。 

・地中熱等に関する計測器の開発や Cs モニタリング装置の濃縮カートリッジの普及、表層土壌評価基本図

作成など、現代社会に随時還元できる研究開発を手がけている。 

・実用化に近づいた製品開発、一般企業に使って頂ける技術開発が増えてきているのは評価できる。 

・海底探査技術の開発で資金が獲得できたのは評価できる。 

・センター発のベンチャーが初めて作られたのは評価できる。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・ベントナイトの性能標準化は ISO のような国際基準になるとよいように思えます。 

・ASTER もよいと思いますが、GSJ 本流とどう連携するのかがよく見えません。 

・表層土壌評価基本図などの整備において、その対象地域はどのように決めていくのか？ 

・開発された技術などの知的財産についての取り扱い基準はあるのか？ 

・実用化に近づいた製品開発、一般企業に使って頂ける技術開発が増えてきているとはいえ、その絶対数

は多くないのが現状である。知的基盤整備に割くリソースを削る必要はないが、身の回りに「金になる

技術」があれば、小さなものでも構わないので、それを社会に使ってもらうのがよい。 

・ここで紹介されている各研究の成果が、産総研の他分野のように企業の製品開発・大量生産に結びつく

ものであるわけではない。本評価システム自体に疑問を感じる。 

 

 

４．領域全体の総合評価 

（評価できる点） 

・予算や人材に限りがあるなか、社会に貢献するであろう多様な研究開発が進められるよう、さまざまな

取り組みが行われており、当面の見かけの成果如何にかかわらず、評価に値するものである。 

・GSJ は、アットホームな雰囲気のある研究者集団であるように感じます。知的基盤の整備という地味に

もとられるがきわめて重要な業務に邁進するためにも、GSJ プライドを共有するためにも見失わないで

欲しいと思います。 

・年度始めの目標値をクリアすることが見えている。 

・若手の育成に配慮されている。 

・昨年度の評価委員会における内容より、各研究課題とも着実に進展している。 

・センターには少々なじまないと思われる評価項目に対しても、目標値を達成している。 

・地圏微生物のメタン生成プロセスに関する基礎研究成果を今後如何にセンターとして発展させていくか

に期待している。 

・若手研究者の活躍が目立ったこともよいことではある。 
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・限られたリソースを最大限に生かして、質の高い研究・技術開発を行っている点が高く評価できる。 

・センターが一番力を入れなければならない知的基盤整備については数値目標の達成を含めほぼクリアさ

れている点、そして本来需要の少ないであろう事業化への橋渡し研究についても大変努力している点は

評価できると思う。 

 

（改善すべき点及び助言） 

・在来型炭化水素鉱床についての基礎研究および研究開発は、JOGMEC との役割分担もわかるし、国の基礎

調査（基礎物理探査や基礎試錐）は三次元物理探査船「資源」の運用も含め JOGMEC が担当しているわけ

であるが、地質調査所時代からの伝統的な役割であったとおり、研究組織ではない JOGMEC に任せきりに

するわけにはいかない。石油開発に関する研究の「灯」を絶やさないでほしい。 

・GSJ はアットホームな雰囲気のある研究者集団であるが、殻を破りつつというプロセスが肝要です。そ

のためには、若手の突き上げとリーダーのリーダーシップの良いバランスがとれるとよいのでしょう。 

・大型プロジェクトに類する研究における、他機関との連携についてもう少し具体的な説明が欲しかった。 

・自治体職員は災害・環境問題などで住民と直面する。彼らのための研修センターをつくる構想はないの

か？ 

・橋渡し研究前期と後期のネーミングに少々違和感がある。産総研全体の評価基準であることから仕方が

ないが・・・・。 

・わが国は高齢化社会に突入している。とくに地質学のような分野ではシニア研究者が若手にはない貴重

な能力を有している場合も多い。この能力を活用するセンターとしての取り組みを早急に考えるべきで

はないか？ 

・橋渡し研究のために、橋渡しする地質データの質が低下しては元も子もないので、その点は力を抜かな

いでいただきたい。 

 

 

５．評点一覧 

 
 

 

６．その他のコメント 

・昨年度よりわかりやすい評価区分になったと思います。GSJ 全体のベストなところが見渡せてよかった

一方、部門別の「個性」がわかりにくい面があった。 

・評価の視点は変えられないのかもしれませんが、毎年行うのであれば、評価の重点を年毎に変えるのも

やりようかとは思います。 

・センターの有する最も重要なミッションである「知的基盤の整備」の質をさげることなく、「橋渡し研究」

についても取り組み、有益な成果を上げていることを評価します。国土を考える基本である地質情報の

普及とこれに対する住民の意識向上に、貴センターは重要な役割を担っています。今後のさらなる発展

を期待しています。 

・基礎、橋渡し前期、橋渡し後期と位置付けるよう、産総研全体のポリシーがあるので仕方ないことでは

あるが、地質調査総合センターの場合は、各研究の位置づけが、このような分類では難しい面があると

感じた。地質調査総合センターの研究成果の場合、それら全てが、産総研の他分野のように企業の製品

開発・大量生産に結びつくわけではない。本評価システムを使って地質調査総合センターの評価を行う

ことに疑問を感じる。 

評価委員（P，Q，R，S）による評価

評価項目 P Q R S

領域の概要と研究開発マネジメント A A/B A S/A
知的基盤の整備 A/B A S/A S
「橋渡し」のための研究開発
  「橋渡し」につながる基礎研究 (目的基礎研究） A/B B A A
  「橋渡し」研究前期における研究開発 B B A A
  「橋渡し」研究後期における研究開発 A A/B A A/B

領域全体の総合評価 A/B A S/A S/A
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平成 2８年度 研究評価委員会（地質調査総合センター） 評価報告書 
平成２９年６月１９日 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 評価部 

〒305-856１ 茨城県つくば市東１－１－１中央第１ 

        つくば中央１－２棟 

        電話 ０２９－８６２―６０９６ 

        http://unit.aist.go.jp/eval/ci/ 

本誌掲載記事の無断転載を禁じます。 
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